
農林水産戦略協議会 H28年度中間報告

総合戦略2017に新たに記載する事項
及び、引き続き国として取り組むべき重要な事項

○農業ＩＣＴの利活用拡大を図るための共通プラットフォームの構築、関連分野とのデータベース相互利用の促進
及びサイバーセキュリティの確保

○バイオテクノロジーによる生物機能の高度利用、遺伝資源・ゲノム情報とＡＩの活用等を通じた新素材等の開発
及び社会受容に向けた取組の強化

上記についての現状と現時点での課題

○現在、様々な農業ＩＣＴサービスが提供されているが、データやサービスが個々で完結しており、相互間連携はほ
とんど行われておらず、農業ＩＣＴはその機能を十分発揮できていないため利用者の拡大が進んでいない状況。

このため、様々なデータやサービスがつながるデータ連携基盤を整備することにより、様々なデータをサービス事
業者・農業者がフル活用できるようにし、データを基に新たなサービスを生む環境づくりを進める必要。

○我が国では、健康・医療分野において、バイオ産業が発展する一方で、ものづくりや農林水産分野では、世界的
なバイオ産業の動きに対応できていないことから、社会受容等の側面も含めて総合的な研究開発戦略の下で国が
一定の主導権を発揮し、新たなバイオ産業の創出に取り組むことが重要となっている。

このため、農林水産分野及びものづくり分野における新産業創出の取組を加速するため、発酵・微生物分野や環
境分野との融合、植物・昆虫を用いた革新的物質生産技術や資源のカスケード利用技術等の活用、遺伝資源・ゲ
ノム情報とＡＩの活用等を進めるとともに、こうした技術が社会に受容されるための取組を強化する必要。
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【参考】システム基盤技術検討会における農業に係るシステム構成案
システム基盤技術検討会田中副座長作成資料「実務者会合の議論について」より抜粋（平成28年12月1日システム基盤技術検討会資料）
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ⅱ）スマート・フードチェーンシステム
国内外の市場や消費者のニーズを、育種、生産、加工・流通、品質管理等に反映させ、付
加価値の高い農林水産物・食品を提供
・多収性、日持ち性など、有用な形質を持つ品種の開発、遺伝資源の確保
・機能性農林水産物・食品の開発や次世代施設栽培による高付加価値商品の生産・供給
・輸出にも対応可能な品質管理技術、鮮度保持技術等の開発

（１）持続的な成長と地域社会の自律的な発展
Ⅰ ⅱ）スマート・フードチェーンシステム
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ⅲ）スマート生産システム

○創出されるバリュー
・誰もが取り組みやすい農業経営
・安定した営農、収益性向上
・生産力増進による食料自給率*向上
・畜産の国際競争力強化、飼料自給率向上

ICTやロボット技術等を活用し、自動化、知能化された農業生産システムを構築
誰もが取り組みやすく安定した収益が得られる農業経営を実現

システム化概要

農業機械の
自動化・知能化

畜産の収益力・生産基盤強化

水管理の自動化

労働時間50%減
水管理労力50%減
施肥量30%減
気象災害５%減

生産管理・
経営支援
システム

気象情報

リモートセンシング

生育情報

農業機械の無人走行
の安全対策

・低コスト・省力化、大規模生産システム 例)マルチロボットの自動走行システム、精密農業、水管理システム
・多収、高品質、効率生産を可能とする栽培管理・生産管理 例)多圃場営農管理システム
・畜産の収益力、生産基盤強化 例) ICTを活用した飼養管理技術や国産濃厚飼料の生産・利用技術の開発

*) 39%（H25カロリーベース）
45%（H37目標）

農業用語の標準化

牛の繁殖性向上等による低コスト
生産技術

ICTを活用した飼養管理技術や国
産飼料の生産・利用技術

【農】

（１）持続的な成長と地域社会の自律的な発展
Ⅰ ⅲ）スマート生産システム

【内科】
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環境ワーキンググループ H28年度中間報告
総合戦略2017に新たに記載する事項

及び、引き続き国として取り組むべき重要な事項

・Society5.0の実現に向けた地球環境情報の利用促進のための施策

「地球環境情報プラットフォーム」では様々な観測機器を用いたデータが収集され、ビッグデータとなって「データ統合・解析システ

ム（DIAS）」などのサーバーに蓄積されることになる。これら集積された地球環境情報をもとに「気候変動に起因する経済的・社会

的課題の解決」というバリューを創出していく。

・気候変動の影響への適応に対する施策

2016年11月に発効したパリ協定では、地球温暖化の緩和とともに、適応に向けての取組の強化が求められている。

・生物多様性、生態系サービスの維持に関する施策

現代社会は、洪水の制御、酸素の供給、食料の提供等の面で、生物多様性を基盤とする生態系から多大な生態系サービスの恩

恵を受けており、第５期科学技術基本計画においても生物多様性に関して「自然と共生する世界の実現は、国内だけでなく国際

社会でも重要な目標となっており、生物多様性の損失の防止を図ることが求められている」としている。

上記についての現状と現時点での課題

・Society5.0の実現に向けた地球環境情報の利用促進のための施策

すでに核となるデータ統合・解析システム（DIAS）が運用されているが、利用促進のための条件整備（データポリシーの統一等）、

地球環境情報を集積している他のデータベースとの連携等が課題となっている。

・気候変動の影響への適応に対する施策

既に「気候変動の影響への適応計画」が平成２７年１１月に閣議決定されているが、さらに具体的な影響評価の進め方等につい

て検討をしていく必要があり、今後、どのような知見を充実させるべきか、どのような体制、役割分担の下に実施するべきか等の

議論が必要である。

・生物多様性、生態系サービスの維持に関する施策

第５期基本計画に記載されているが、総合戦略ではまだ手が付いていない。どのような施策を検討対象とするか、どのようなバ

リューの創造をめざすのか等の議論が必要である。
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データベース

水生生物情報DB

DIAS
JBIF

J-IBIS
JODC

河川環境DB
気象観測DB

観測・調査

人工衛星
打上げ運用

観測センサ
開発

極域観測

海洋観測

地上・航空
観測

社会経済
情報収集

インフラ・人間
活動情報収集

生物分布
情報収集

生態系・植生
情報収集

情報提供サービス

DIASCEReS

気候変動
適応情報PF

CGISJ農業温暖化ネット

収量品質

海況海氷
分布

農地・山林・
漁場適地

汚染物質
濃度分布

災害・被害

ライフライン・
交通物流

生物生息・
生育環境

感染媒介

生態系
サービス

日射・風況

温室効果
ガス排出量

データ解析・モデリング 生物分布
動態大気(気

象)現象

水循環

温室効果
ガス

物質収支社会経済

海洋現象 陸域現象
ﾗｲﾌﾗｲﾝ・
交通物流

感染媒介

生物生息・
生育環境

生態系
サービス技術

民間の取組み

公的機関によ
る取組み

地球環境情報プラットフォームの俯瞰図

網掛け：総合戦略2016またはH29年度重き
を置くべき施策で取り組んでいるもの

DIAS：データ統合・解析システム（文科省）
JBIF:地球規模生物多様性情報機構日本ノード(文科省)
J-IBIS：生物多様性情報システム（環境省）
JODC：日本海洋データセンター（海上保安庁）
CEReS：千葉大学環境リモートセンシング研究センター
CGISJ：コンサベーションGISコンソーシアムジャパン

アプリケーションサービス

スマホアプリ（例：雨雲レーダー）

各種コンサルティング会社

太陽光・風
力発電出力

温室効果
ガス排出量

河川地下水
流量貯留

海況海
氷分布

農地・山林・
漁場適地

収量
品質

汚染物質
濃度分布

ライフライン・
交通物流

DIAS

地
球
環
境
情
報PF

が

創
出
す
る
バ
リ
ュ
ー

（
フ
ィ
ジ
カ
ル
空
間
）

地
球
環
境
情
報PF

が
担
う
範
囲

（
サ
イ
バ
ー
空
間
）

Society5.0における
「地球環境情報PF」の位置づけ

社会的課題の解決
• 気候変動に起因する様々
な課題への対応
• 世界の持続的な発展への
貢献

経済的効果

•より的確な気候変動対策
を立案することによる新た
なビジネスチャンスの創出、
想定される損害の軽減。

•地域に即した対応を促すこ
とによる健全な地域経済の
維持・発展

地球環境情報PFのデータを

用いたあらゆる地域スケー
ルにおけるアプリケーション
サービス・情報提供サービス
の整備（官民を問わず）

河川・ダム
管理ｼｽﾃﾑ

再生可能エネ
ルギーの導入

運輸の省エネ
ルギー

温室効果ガス排出量の算定・削減

防災減災と
国土強靭化

生態系サー
ビスの評価

農林水
産資源
の管理

暑熱や感染
症への対応

水資源や
浄水の水
ビジネス

汚染対策と
環境浄化

生物多様
性の保全

地域の適
応計画の

策定

資源循環と
廃棄物処理

環境評価
効率化とリ
スク管理

生物多様
性地域戦
略の策定

住環境
評価・
設計

期待される価値

交通・物流
ルートの策定

主に経済的な価値 主に社会的な価値
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